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1．はじめに

韓国社会は、埋葬（土葬）中心の葬事習慣があり、

墓地による国土蚕食と環境破壊が深刻な社会問題

として浮上して久しい。1998年末の現在、全国の

墓地面積は998km2であり、韓国全土の約1%を占め

ている。これは全国の住宅地面積2.177km2の約1/2

であり、ソウル市面積605km2の1.6倍に当たる。墓

地1基当たり占有面積は平均50m2で、これはソウル

市の一人当たり住居面積29.1m2の約1.72倍になる2。

保健福祉部の資料によると、毎年20万基の新設墓

地ができるものと推算しており、これを「葬事など

に関する法律」第18条第2項が定める個人墓地制限

面積30m2を基準に計算すると、年間約600haに当

る山林の面積が墓地により蚕食されることとなる。

この点を考えると、葬墓制度およびそれに伴う葬

墓形式の改善策が急がれていることが分かる3。そ

の解決方案として、埋葬（土葬）中心の葬事制度か

ら火葬制度への転換が急がれている。

しかし、その施設建設をめぐり、近隣地域住民

との摩擦は絶えない。本稿では、葬墓施設をめぐ

るニンビー現象とその解決案を考察する。

2．NIMBY現象の原因

葬墓施設は一般に、好まれない、いわゆる「迷

惑施設」として、非競合性・非排除性・否定的外

部性・空間性・広域性などの特徴を持つ4。葬墓
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施設は、非競合性を持ち、一個人が消費に参加

することによって得られた利益が他の全ての個

人の得ている利益を減少させないため、一定の

地域に属する住民に集団的利用を提供できる。し

かし実際に葬事は、全ての人に均等には発生し

ないという点に問題がある。また葬墓施設は非排

除性を持つため、特定集団の人々を葬墓施設およ

び関連サービスの消費で得られる恩恵から排除で

きない。つまり葬墓施設の非競合性と非排除性の

ため、その施設が立地する地域の住民は、必ずし

も同施設を利用して恩恵を受けられる人と一致せ

ず、そのため住民は自らの居住する地域に葬墓施

設が建つのに反対する5。このような点から、居

住地域と葬墓施設における葛藤の関係を考察する

のは重要な観点であろう。

葬墓施設の供給拡大における最も大きなハード

ルは、立地予定地域の住民の反対である。「国土

の計画および利用に関する法律」第28条および同

法施行令第22条は、火葬場、公設墓地、納骨施設

の基盤施設の設置・整備または改良に関する都市

管理計画の決定、または変更を決める際には、住

民および地方議会の意見聴取を要すると規定して

いる。それにも拘らず、葬墓施設の設置と関連し

た地域住民の反対に対応できる制度的装置が非常

に足りないのが現状であろう。

上記で触れている地域エゴといわれる社会的現

象を「NIMBY」現象という。NIMBY現象は、韓

国の葬墓文化が火葬に発展するためには必ず解消

すべき問題である。なぜなら、韓国では未だ葬墓

施設が代表的な迷惑施設として認識されているた

めである。葬墓施設に対する韓国社会の忌避現象

は、葬墓文化の改善と発展に大きな足かせとなっ

ている。国民の意識が全般的に火葬を好む方向に

向かってはいるものの、実際に火葬と関連した葬

事施設を設置しようとすると、地域エゴによる深

刻な反対に直面することとなる。葬墓施設は、亡

くなった人を偲ぶ場所として重要な意味を持つの

であって、ゴミ焼却施設・下水汚泥処理場などの

ような迷惑施設として認識されるべきではない。

海外においては、葬墓施設が迷惑施設ではなく、

生活施設として住居施設と並んで立地しており、

また公園化しているために、追慕公園では多様な

文化イベントが開かれたりする。

しかし一方で、ソウル市の例は、NIMBY現象

がいかに深刻であるかを見せている。ソウル市

は、火葬および納骨需要の増加に対応するため、

1998年に追慕公園建設候補地として13ヵ所を選

び、調査を実施した。この過程において13の候補

地域の住民代表の意見を受け入れるための公聴会

を3回にわたって実施したものの、候補地域の住

民の激しい反対と公聴会への不参加により、この

計画は取り消しとなった。そもそも葬墓施設は、

市場経済の原理だけでは上手く供給できず、公共

部門の介入が必要である。国や地方自治体は、葬

墓施設を十分に供給するための財源として税金

を使う。これは、葬墓施設が、市場機構による

自動的な資源の分配を期待できない公共財の性格

を持っているという解釈を可能にしている。つま

り、葬墓施設は公共性の性格を持つため、市場原

理による十分な供給は期待しにくく、また民間が

供給する場合は独占が発生し、供給の効率性に支

障が生じる可能性が高くなる6。このことは、国

や地方自治体の直接的もしくは間接的な介入が必

要であることを意味する。

このように、葬墓施設は公共財の性格を持ち、

公共部門の介入を要するが、依然としてそこには

「犠牲の集中‐恩恵の分散」という問題点があり、

この点を考えると葛藤は避けられない。葬墓施設

の設置計画や施行を、その地域の住民および集団

が自らの目的もしくは利益を危うくしたり妨害し



7 ナム・ミイ「葬式の理論と実際」学文社、2001、P.78

8 O'Hare, Michael et al 「Facility siting and Public Opposition」Van Nostrand Reinhold、1983、PP. 98 -101

85

S. Kim,     A Study on the NIMBY's Resolution in KOREA 

たりするものだと認識すれば、葬墓施設の立地を

巡る利害の葛藤は、彼らの利益を極大化するため

の意図や活動として表出される7。

葛藤の発展段階としては、まず各個人が葬墓施

設の立地に対する計画などの修正を目標に、同一

な利害関係を持つ人々と連帯し、集団化が進む。

共同の利害関係を持つ構成員が共同目標の達成の

ために運動集団や組織を構成する。このように個

人の利害葛藤が地域・集団の利害葛藤へ転換する

と、初期には集団的陳情や建議の形態で住民運動

がスタートする。しかしこの形態の要求が受け入

れられないと、より激しい形態の表現が行われ

（代表派遣・集会・デモ）、社会団体やマスコミお

よび政党の介入を誘う。

要するに、葬墓施設を巡る葛藤は、葬墓施設の

特性を考える際、立地に制限があるために発生す

ると思われる。M.O’Hare（1983）の「公共選択理

論」8によると、非選好施設の立地と関連して、住

民は自らの利益に直接影響しない限り、無関心か

傍観する姿勢を取りがちである。補償や恩恵が与

えられるなどの利害関係が発生する場合には、住

民は自らの意見を表現するものの、その形態とし

ては個人より集団や団体の形をとる。

こうした社会的原因もNIMBY現象の重要な一要

因であるが、国民の意識もまた重要な要因となる。

国・地方自治体・民間部門が火葬場および納骨施

設事業の供給を拡大し、葬墓施設の現代化によっ

て国民の利便性を高めようとしても、葬墓施設

が「迷惑施設」として認識される限り、住民は反対

することになる。これは実際、施設立地の大きな

ハードルとなっている。地域エゴによる葬墓施設

の設置制限問題は、住民の認識の問題と繋がって

いる。ただ、地域住民らが葬墓施設に対して持っ

ている「迷惑施設」という認識がある程度解消した

としても、葬墓施設がその地域に立地することに

よって周りの土地価格が下落しうるとの懸念を理

由に、集団的苦情を申し立てることがある。この

こともまた、葬墓施設の立地を難しくしている。

また、行政や政治の場において政策を決める過

程を公開しなかったり、公開しても直接影響を受

ける地域住民の政策決定への参加が限られたりす

ると、地域エゴが広がる可能性がある。　

一方、法律上に地域住民の意見聴取を規定して

いても、公聴会などにおいてコミュニケーション

体系の亀裂が生じ、少数の地域住民が全体住民の

意見に反する場合、地域エゴによる集団的苦情は

解決できない可能性もある。

葬墓施設の設置と関連して、住民の意見聴取

の規定を置いている法制度は、「国土の計画およ

び利用に関する法律」から見られるが、同法第28

条第5項および同法施行例第22条（住民および議会

の意見聴取）においては、「火葬場・共同墓地・納

骨施設の基盤施設の設置・整備または改良に関す

る都市管理計画の決定、または変更・決定の際に

は、住民および地方議会の意見を聴取しなければ

ならない」という規定を置いている。

しかし、このような意見聴取に関する条項が、

「葬事などに関する法律」ではない他の法に規定さ

れているものの、当該葬墓施設の立地によって発

生する大気汚染・環境汚染・土壌汚染などの明

確な根拠や理由なしで反対される場合は、それに

対応できる法的規定がなく、地域エゴの弊害を遮

られる根拠が足りない、という問題点が挙げられ

る。言い換えれば、葬墓施設がある地域に設置さ

れる際、その地域の住民や地方議会の議員に十分

に説明し、意見を聴取しようとする法的条項をよ

り効率的なものに改善すべきなのであるが、その

際には正当な理由なく葬事施設の設置を遅延させ

たり制限したりする集団行為を防ぐ規定がないの

である。
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それだけではなく、「国土の計画および利用に

関する法律」に基づいた意見聴取や、最近の住民

投票制による交渉既済はあるものの、葬事施設の

設置と直接的な関連を持つ「葬事などに関する法

律」には、立地葛藤を解消できるだけの法的根拠

が置かれていない。このことは、中央政府が地方

政府に対して葬事サービスの責任だけを課し、制

度的には支援しないという二律背反で矛盾した行

為となる。この点から、葬墓施設の設置主体とな

る中央政府と地方政府との間で、内部葛藤を引き

起こす可能性もある。

3．NIMBY現象の解決方策

葬墓施設の設置と関連し、立地選定を行なう過

程においては、住民と地方議会の意見を歪曲する

ことなく聴取（Active　Listening）しようとして

いるか、あるいはその過程において当事者が一方

的に交渉をリードしようとしていないか、といっ

た点に対しての検討があるべきであろう。また何

よりも、事前の住民参加を保障し、政府・地方自

治団体、事業施行者、地域住民が事業施行の初期

から意見交換をし、調整・交渉できる手続きを具

体化し、専門家の諮問を得て情報を共有できる装

置が必要である。

したがって、葬墓施設の設置手続きを「葬事など

に関する法律」に新たに規定することを提案する。

具体的には、「国土の計画および利用に関する法律」

第28条および同法施行令第22条の「住民および地方

議会の意見聴取に関する規定」を、「葬事などに関

する法律」において葬墓施設の現状に見合うよう

に具体的に規定し、住民などの一方的な施設設置

に対する反対に備える。すなわち、地方自治体な

ど葬墓施設の設置主体は、葬墓施設の設置のため

の計画について、作成の段階から決定公示の段階

までの全ての過程を公開し（公示・閲覧）、公聴会

などを通して住民などの意見を受け入れつつ、地

方議会の審議過程を経るようにする。 近隣住民は、

葬墓施設の設置について異議がある場合、その意

見を市長・道知事または市長・郡守・区長に提出

できること、市長・道知事または市長・郡守・区

長は正当な理由がある場合、施設設置の申請者が

住民などとの協議を実施できるようにすることを

規定する。そして、市長・道知事または市長・郡

守・区長は、必要であれば、専門家に諮問を依頼

できるようにする。市長・道知事または市長・郡

守・区長は、協議の過程などを経て、近隣住民な

どの意見が著しく不当だと認められれば、施設設

置の趣旨を公布できるようにする。

また、「国土の計画および利用に関する法律」の

施行令第22条（住民および地方議会の意見聴取）に

新しい条項を新設する方策もあるが、その場合、

2004年7月30日から施行されている住民投票法を

活用する条項を新しく設けるのも、一つの方策に

なろう。行政自治部が、全国250の市・郡・区の

住民投票法の施行に伴う条例制定を確認したとこ

ろ、全ての地方自治体が条例を制定していること

が明らかになり、2005年からは住民投票の時代が

幕を開けると見られる。この住民投票法において

禁止されている事項としては、q法令に違反した

り裁判中であったりする事項、w国または他の地

方自治団体の権限または事務、e予算・会計・契

約および財産管理事項r地方税・使用料・手数

料・分担金など各種の公課金の賦課または減免に

関する事項、t行政機構の設置・変更、公務員の

人事・定員など身分・報酬に関する事項、y他の

法律に基づき住民代表が直接意思決定の主体とし

て参加できる公共施設の設置に関する事項、u同

一な事項（その事項と趣旨が同じ場合も含める）に

対して住民投票が実施されて以来2年が経過して

いない事項などがある。

この中で、「廃棄物処理施設設置促進および周

辺地域支援法」の適用対象になる施設、つまり一

定規模以上のごみ焼却場および埋立地の設置など



［付記］　拙論は、今年中に編訳出版を予定している「韓国の葬墓制度－過去・現在・未来－」という書名原稿の一部である。
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の関連法律に基づき、住民の代表が意思決定の主

体として参加した場合は、彼らの意思が事実上住

民投票の効果と同じく扱われるため、住民投票は

実施しない。一方で、葬墓施設のような敏感な事

案については、住民代表の意思決定が住民の意思

とは違っていて円満な解決を期待しにくい場合、

最終解決手段として住民投票の方法を用いられる

ようにしている。ただし、これに対する住民投票

請求権者は、地方議会に限られる。けれども、住

民投票は、住民召喚・住民発案（条例改正改廃請

求）とともに、3大直接民主主義制度として、住民

の総意を直接確認しなければならないため、莫大

な費用と時間、および行政力が必要となる。そこ

で、「葬事などに関する法律」や「国土計画および

利用に関する法律」に独自の規定を新設する方策

がやはり効果的であるだろう。

4．おわりに

以上の議論を踏まえて、具体的な改善方策をま

とめれば、およそ次の通りになる。

まず、「国土の計画および利用に関する法律」第

28条および同法施行令第22条に基づき、住民およ

び地方議会の意見聴取に関する規定を「葬事など

に関する法律」において葬墓施設に適した形で具

体的に規定し、住民などによる一方的な立地反対

を防止できるようにする。地方自治体などの葬墓

施設の主体は、葬墓施設を設置するための計画に

ついて、計画作成段階から決定・公示段階に至る

まで全ての過程を公開し、公聴会などを通して住

民などの意見を受け入れ、地方議会の審議にかけ

るようにする。近隣住民は、葬墓施設の設置につ

いて異議がある場合、その意見を市長・道知事

または市長・郡守・区長に提出でき、市長・道

知事または市長・郡守・区長は正当な理由がある

場合、施設設置の申請者が住民などとの協議を実

施できるようにすることを規定する。市長・道知

事または市長・郡守・区長は、必要であれば、専

門家に諮問を依頼できることとする。市長・道知

事または市長・郡守・区長は、協議の過程などを

経て、近隣住民などの意見が著しく不当だと認め

られれば、施設設置の趣旨を公布できるようにす

る。正当な理由なしに葬墓施設の設置を遅延させ

たり、制限する措置を取ったりすることはできな

いように規定する。

ここで問題としているような、葬墓施設に対す

るNIMBY現象は、韓国において必ず解決すべき

社会的問題となっている。この問題を解決するた

めに、海外においても多様な方策が模索されてい

る。まず、法令や計画に規定して義務付けさせた

り、仲裁を通して交渉や補償による解決を模索し

たりもする。条例制定を通して警察権力を活用す

る場合もある。この他にも、迷惑施設の立地を決

めるため、誘致地域を公募したり、迷惑施設の近

くに住民利便施設を提供し、施設建設の際には外

観を飾って抵抗感を減らす環境整備に力を入れ、

地域住民の不便さを積極的に解決できる問題解消

方策を提示する方法がある。

とは言え、いかに多様な方策を講じても、

NIMBY現象のような葛藤と紛争の解決に王道は

ない。事業計画についての情報を事前に公開し、

住民の理解を助け、積極的な広報や住民の参加

を呼びかけることで議論をリードする忍耐をもっ

て、NIMBY現象を解消すべきであろう。
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